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その他の関係会社である株式会社ダイヤモンドダイニングとの 

基本合意書締結及び親会社の異動に関するお知らせ 

 

 

株式会社ゼットン（以下「当社」といいます。）は、本日開催の取締役会において、以下のとおり、当社と

株式会社ダイヤモンドダイニング（コード番号：3073、東京証券取引所市場第一部、以下「当該会社」といい

ます。）との間で、本日付で当該会社による当社の連結子会社化を目的とする「合意書」（以下、「本合意書」

といいます。）を締結いたしました。これにより、本合意書の効力発生日である平成29年６月１日付で当該会

社が当社の親会社に該当する予定となりましたので、お知らせいたします。 

記 

１． 異動の理由 

 当社は、平成 28 年７月 15 日付で開示した「株式会社ダイヤモンドダイニングによる当社株式に対する公開

買付けに関する意見表明及び資本業務提携のお知らせ」に記載のとおり、将来的に当社が当該会社の連結子会

社となることを含む資本業務提携契約書を締結いたしました。そして、その資本業務提携の一環として、当該

会社が当社株式に対する公開買付けを実施した結果、平成 28 年８月 26 日付で開示した「株式会社ダイヤモン

ドダイニングによる当社株式に対する公開買付けの結果並びに主要株主である筆頭株主及びその他の関係会

社の異動に関するお知らせ」に記載のとおり、当該会社は、平成 28 年９月１日付で当社の普通株式 1,809,400

株（議決権の数：18,094 個、議決権の割合：42.00％）を取得したため、当社のその他の関係会社に該当して

おります。 

 現在、当社と当該会社は、締結した資本業務提携契約に基づき、両社の取引顧客やサービスの基盤拡大、ビ

ジネスノウハウやリソースの共有による競争力強化、シナジー効果の早期実現に向け積極的に取り組んでおり

ますが、一方で、当社の現状においては、平成 29 年２月期においても多額の減損損失計上により、２期連続

の最終赤字となり、集客力強化及びコスト削減等による既存店収益性の向上が課題となっております。 

 このような状況の中、当社と当該会社は、これまで以上の緊密な連携と意思決定の迅速化が必要との認識に

至り、この度、本日開催された当社取締役会において、当社と当該会社との間で、当該会社からの役員の受入

れ等を含む更なる経営指導等のリレーション強化を目的とした本合意書を締結する旨を決議いたしました。 

 この結果、本合意書の効力発生日である平成 29 年６月１日付で、実質支配力基準により当該会社は当社の

親会社に該当するものであります。 

  



 

２． 異動する株主の概要 

① 商 号 株式会社ダイヤモンドダイニング 

② 所 在 地 東京都港区芝四丁目１番 23 号 三田ＮＮビル 18 階 

③ 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 松村 厚久 

④ 事 業 内 容 飲食事業、アミューズメント事業及びライセンス事業 

⑤ 資 本 金 661,067 千円（平成 29 年２月 28 日現在） 

⑥ 設 立 年 月 日  平成８年３月１日 

⑦ 連 結 純 資 産  3,985,224 千円（平成 29 年２月 28 日現在） 

⑧ 連 結 総 資 産  18,766,969 千円（平成 29 年２月 28 日現在） 

⑨ 
大 株 主 及 び 持 株 比 率  

（平成 29 年２月 28 日現在）  

松村 厚久 36.14％

株式会社松村屋 9.56％

アサヒビール株式会社 4.43％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 2.92％

株式会社ダイヤモンドダイニング 2.17％

J.P. MORGAN SECURITIES LLC-CLEARING 0.93％

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 0.85％

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 0.80％

大和証券株式会社 0.74％

日本生命保険相互会社 0.73％

⑩ 上場会社と当該会社の関係  

 資 本 関 係 当社は、当該会社との間で、資本業務提携契約書を締結しており、当該会社は、平成 29 

年２月 28 日現在において、当社の株式 42.00％を所有しております。 

人 的 関 係 当社は、平成 29 年５月 25 日付で、当該会社から取締役３名を受け入れる予定であります。

 

取 引 関 係 当社は、平成 29 年２月期において、当該会社独自のポイント制度である「ＤＤマイル」の 
 集客施策に相乗りしたことにかかる関連費用の発生があります。 

 

 

３． 異動年月日 

平成 29 年６月１日（予定） 

 

４． 開示対象となる非上場の親会社等の変更の有無 

該当事項はありません。 

 

５．今後の見通し 

本件による当社業績への影響はありません。 

 

 

以上 


